
- 1 -

国立大学法人一橋大学事業報告書

「国立大学法人一橋大学の概要」

１．目標

大学の基本的な目標

一橋大学は，市民社会の学である社会科学の総合大学として，日本におけるリベラルな政治

経済社会の発展とその指導的，中核的担い手の育成に貢献してきた。人文科学を含む研究教育

の水準はきわめて高く，創立以来，国内のみならず国際的に活躍する，多くの有為な人材を輩

出している。この歴史と実績を踏まえ，21世紀に求められる先端的社会科学の研究教育を積極

的に推進し，その世界的拠点として，日本，アジア及び世界に共通する重要課題を理論的，実

践的に解決することを目指す。

使命

そのために，次の三つの事項を本学の使命とし，それぞれにつき，グローバルな情報ネット

ワーク及び人的ネットワークを構築しつつ，より具体的な中・長期的目標を設定する。

(1)新しい社会科学の探究と創造

・伝統的社会諸科学の深化と学際化及び教育研究組織の横断化

・言語・歴史・哲学・文学など人文諸科学や，四大学連合における連携を中心とした自

然科学的研究との協同

・研究環境・研究成果の国際的高度化

(2)国内・国際社会への知的・実践的貢献

・実務及び政策への積極的な貢献

(3)構想力ある専門人・理性ある革新者・指導力ある政治経済人の育成

・国際性と市民的公共性を備えた専門人教育の本格化

・教育の再編・高度化

２．業務

○教育面では，教育成果の向上，教育内容の改善，教育実施体制の改善及び学生支援の強化

のすべての分野において活動が展開された。まず第１に，これら教育面全体の改善を検討

するために，学長の指示により，全学教育ワーキングを立ち上げ，教養教育の改善につい

て検討し始めたことは，その改善の組織的保証として重要である。第２に，教育機能強化

の点でも顕著な前進が見られた。その具体例を列挙すると次のとおりである。

【教育内容の充実・教育成果の向上】

(1)法科大学院での高度専門人教育の開始と，経済学研究科修士専修コースへの学部・大学

院５年一貫教育「専門職業人養成プログラム」の導入

(2)経済学部における「法学副専攻」と「国際関係副専攻」の設置及び法学部での「経済学

副専攻 の設置 四大学連合による教育連携の大学院への拡張 ＥＵコンソーシアム 一」 ， ， （

橋大学，東京外国語大学，津田塾大学，国際基督教大学）による単位互換制の導入，言

語社会研究科における国立国語研究所との連携講座開設の準備など，教育の多様化

(3)４件のＣＯＥプロジェクトにおける多数のＲＡ採用などによる研究者育成の推進

(4)ノーベル経済学賞受賞者アマルティア・セン氏など著名研究者の招聘と講演会の開催

(5)学習到達度重視の全学的評価基準と厳格な成績評価の確立の努力とＧＰＡ導入の検討

【教育実施体制の改善】

(1)大学教育研究開発センターで専任教員ポストを追加し，教育力開発プロジェクトの立ち

上げ，全学ＦＤの一環として新規採用教員研修の開始

， ，(2)就業規則に教員の任期付採用制を明記し また新たに年俸制の契約教員を導入・採用し

この制度を利用したジュニア・フェロー制を３部局で導入

(3)国際・公共政策大学院の設置準備が完了
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【学生支援】

(1)「学生支援センター」設置による支援体制整備と就職支援インターンシップの実施

○研究面では，まず研究面全般の改善に関わることとして，学長のイニシアチブにより，外

部専門家を主とする「研究カウンシル」が設置され，若手研究者の育成の在り方について

中間答申が得られた点を指摘できる。また研究水準・研究成果の向上や研究実施体制の面

での改善にも，次の諸点に示されるように，精力的に取り組んだ。

【研究プロジェクト】

(1)本学指定の重点研究領域１１分野の中から「ヨーロッパの革新的研究－衝突と和解－」

， ，が平成１６年度２１世紀ＣＯＥに選ばれた結果 計４分野がＣＯＥプロジェクトとなり

また「アジア地域研究」を学内専門家を組織的に動員して推進

(2)本学における基礎的萌芽的研究や学際的研究の発展を促すために，プロジェクト審査委

員会を設置して，４件の研究計画を採択し計１千万円を助成

【国際的研究拠点形成】

(1)２１世紀ＣＯＥプロジェクトにおける国際共同研究ネットワーク形成の取組 (2)学長の

アジア重視戦略による国際共同研究センター北京拠点事務所の活動の本格化

(3)ＥＵ Institute in Japanの開設に伴う拠点事務室の設置と欧州諸大学との交流の強化

【研究成果の社会的還元】

(1)政府，日本銀行他の諸委員会における専門家としての活動，外国政府への政策提言

(2)データベースの構築と公開など公共財の提供，内外学術誌・専門誌・新聞などでの研究

成果の公表及び研究成果のインターネット上での公開

【研究水準の向上】

(1)学術研究成果に対する賞の相当数の獲得を目指し，日経・経済図書文化賞やNIRA大来政

策研究賞ほかを獲得

【研究実施体制の改善】

(1)外国人研究者の積極的採用，(2)研究支援スタッフの充実，(3)「外部資金管理業務取扱

いに関する申合せ」の制定，(4)学術情報・資料の中核的拠点としての機能の拡充

○社会連携・国際交流に関する取組も活発に行われた。

【社会連携強化の主要取組】

(1)社会貢献委員会の設置とそれによる公開講座や開放講座の運営，(2)附属図書館及び経済

研究所による文化財資源の公開展示，(3)寄附講座の受入れと社会人教育の拡大，(4)産

学連携の総括的窓口として研究支援課の設置，(5)多様な兼業を認める兼業規程の制定

【国際交流の推進】

(1) 一橋大学海外派遣留学生 制度の充実 (2)国際協力協定締結校との教員相互派遣 (3)「 」 ， ，

帰国留学生を招いての国際シンポジウムの開催，(4)留学生同窓会の組織化

○業務運営の改善及び効率化は，教育研究活動の基礎的組織的条件として位置付け，以下の

ように積極的に取り組んだ。

【学長リーダシップの強化と効率的・機動的学内運営体制の整備】

，(1)学長・副学長とその補佐からなる運営体制の整備及びその支援事務組織・学長室の設置

(2)経営企画委員会とその企画・情報化推進・国際戦略企画の３部会の設置，(3)学内委員会

への事務系職員の参画，(4)企業経営経験者の非常勤理事への登用

【人事の適正化】

(1)既述の任期付教員制や契約教員制の導入以外に，多様な勤務形態の形成に尽力

(2)教員定数配置計画と学長運用枠の制度設計について検討すると同時に，その先駆けとし

て学長リーダシップの下に４名の教員を配置

(3)契約職員制を導入するとともに国際的実務経験者を派遣職員として採用

【事務処理の合理化・効率化】

(1)法人移行に伴う事務組織の整備の実施と民間能力を活用する外部委託の実施

(2)本館改修時の学生支援センターの配置と対学生窓口事務の一元化の検討
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○財務内容の改善面では，まず外部資金を増やす観点から，(1)財政基盤強化のために「一

橋大学基金」の創設，(2)社団法人如水会と大学による財政基盤強化に関する合同委員会

の設置，(3)学内施設使用料の改定による増収が行われた。一方経費抑制については，(1)

事務電算化の推進のため「事務システム基準」を設け，(2)省エネ・省コスト推進のため

。 ， ， ，の諸対策を講じた 最後に 資産運用に関しては 諸施設使用経費の利用者負担を導入し

また資金管理計画に基づき，寄附金に係る余裕金で国債・地方債を購入した点を挙げるこ

とができる。

○自己点検・評価に関しては，評価委員会及び同専門委員会が中心になって全学的自己点検

を組織化した。また，学生・教職員へのアンケート調査に基づく自己点検評価報告書「学

生支援－現状と課題」を刊行し，さらに，大学教育研究開発センターが授業評価の改善を

検討した。情報提供に関しては，広報委員会の下に広報専門委員会を設置し，さらに広報

誌部会とWeb部会を設け，季刊広報誌「ＨＱ」の刊行を行い，また本学ホームページの拡

充を図った。

○その他，専用回線による国立・神田キャンパスＬＡＮの増強・整備，国立キャンパス緑地

基本計画の策定，キャンパス内セキュリティの強化 「安全衛生管理に関する重要事項の，

提言について」の学長への提出などが行われたことも，付記すべきである。

３．事務所等の所在地

本部，国立キャンパス：東京都国立市

小平国際キャンパス ：東京都小平市

神田キャンパス ：東京都千代田区

４．資本金の状況

１５７，８４３，５３７，５３４円（全額 政府出資）

５．役員の状況

役員の定数は，国立大学法人法第１０条により，学長１人，理事４人，監事２人。

任期は国立大学法人法第１５条の規定及び国立大学法人一橋大学基本規則の定める

ところによる。

役 職 氏 名 就任年月日 主な経歴

学長 杉山 武彦 平成 16年 12月 1日 平成 16年 4月理事（副学長）

～平成 20年 11月 30日 平成 13年 12月副学長

平成 12年 4月商学研究科長

平成 10年 8月商学部長

理事（専任） 西村 可明 平成 16年 12月 1日 平成 14年 3月経済研究所長

～平成 18年 11月 30日

理事（専任） 田﨑 宣義 平成 16年 12月 1日 平成 13年 4月社会学研究科長

～平成 18年 11月 30日 平成 12年 4月副学長

平成 10年 12月学生部長

理事（専任） 伊藤 邦雄 平成 16年 12月 1日 平成 14年 8月商学研究科長

～平成 18年 11月 30日
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理事 非常勤 菅澤 武彦 平成 16年 12月 1日 三菱樹脂㈱相談役（ ）

～平成 18年 11月 30日

監事 非常勤 植松 修三 平成 16年 4月 1日 元三井物産㈱顧問（ ）

～平成 18年 3月 31日

監事 非常勤 住田 笛雄 平成 16年 4月 1日 公認会計士（ ）

～平成 18年 3月 31日 （住田笛雄事務所所長）

６．職員の状況

教員420人

職員173人

７．学部等の構成

（学部）

商学部，経済学部，法学部，社会学部

（研究科）

商学研究科，経済学研究科，法学研究科，社会学研究科

言語社会研究科，国際企業戦略研究科

(附置研究所等)

経済研究所

８．学生の状況

総学生数 6,528人

学部学生 4,708人

修士課程 787人

博士課程 766人

専門職学位課程 267人

９．設立の根拠となる法律名

国立大学法人法

10．主務大臣

文部科学大臣

11．沿革

明治 8(1875)年 8月 森有礼が東京銀座尾張町に商法講習所を私設

明治17(1884)年 3月 東京商業学校と改称

明治20(1887)年10月 高等商業学校と改称

明治35(1902)年 4月 東京高等商業学校と改称

大正 9(1920)年 4月 東京商科大学となり，大学学部のほか予科，附属商学専門部，附

属商業教員養成所を置く

昭和 5(1930)年12月 国立校舎が完成し移転

昭和15(1940)年 4月 東亜経済研究所創設
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昭和19(1944)年10月 東京産業大学と改称

昭和21(1946)年 3月 東亜経済研究所を経済研究所と改称

昭和22(1947)年 3月 東京商科大学の旧名にもどる

昭和24(1949)年 5月 東京商科大学を改組し一橋大学とし，商学部，経済学部，法社会学部

を置く

昭和26(1951)年 4月 法社会学部を法学部と社会学部とに分離し４学部とする

昭和28(1953)年 4月 大学院を設け，４研究科を置き，修士課程及び博士課程を置く

平成 8(1996)年 4月 言語社会研究科（独立研究科）修士課程及び博士課程を置く

平成 8(1996)年 5月 小平分校の廃止

平成10(1998)年 4月 国際企業戦略研究科（独立研究科）修士課程及び博士課程を置く

平成15(2003)年 5月 小平国際キャンパス完成

平成16(2004)年 4月 国立大学法人化，法科大学院設置

１２．経営協議会・教育研究評議会

○経営協議会（国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現 職

杉山 武彦 学長

西村 可明 専任理事（副学長）

田﨑 宣義 専任理事（副学長）

伊藤 邦雄 専任理事（副学長）

山内 弘隆 商学研究科長

佐野 泰雄 言語社会研究科長

關 昭太郎 早稲田大学副総長・常任理事

村上 輝康 ㈱野村総合研究所理事長

青木 利晴 ㈱ＮＴＴデータ取締役相談役

吉田 裕敏 弁護士（吉田裕敏法律事務所）

西山 都 公認会計士，㈱プロティビティ ディレクター・公認会計士

横山 晋一郎 日本経済新聞社 社会部編集委員
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○教育研究評議会（国立大学法人の教育研究に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現 職

杉山 武彦 学長

西村 可明 専任理事（副学長）

田﨑 宣義 専任理事（副学長）

伊藤 邦雄 専任理事（副学長）

山内 弘隆 商学研究科長

廣本 敏郎 商学研究科教授

佐藤 郁哉 商学研究科教授

田近 栄治 経済学研究科長

江夏 由樹 経済学研究科教授

山田 裕理 経済学研究科教授

山内 進 法学研究科長

中田 裕康 法学研究科教授

大芝 亮 法学研究科教授

渡邊 治 社会学研究科長

関 啓子 社会学研究科教授

糟谷 憲一 社会学研究科教授

佐野 泰雄 言語社会研究科長

坂井 洋史 言語社会研究科教授

竹内 弘高 国際企業戦略研究科長

三浦 良造 国際企業戦略研究科教授

久保庭眞彰 経済研究所長

渡辺 努 経済研究所教授

深尾 京司 経済研究所教授
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斎藤 修 附属図書館長

山﨑 秀記 大学教育研究開発センター長

金田 正男 事務局長

「事業の実施状況」

Ⅰ．大学の教育研究等の質の向上

１．教育に関する実施状況

(1)教育の成果に関する実施状況

(2)教育内容に関する実施状況

(3)教育の実施体制に関する実施状況

(4)学生への支援に関する実施状況

２．研究に関する実施状況

(1)研究水準及び研究の成果に関する実施状況

(2)研究実施体制の整備に関する実施状況

３．その他

(1)社会との連携，国際交流に関する実施状況

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化

１．運営体制の改善に関する実施状況

２．教育研究組織の見直しに関する実施状況

３．人事の適正化に関する実施状況

４．事務等の効率化・合理化に関する実施状況

Ⅲ．財務内容の改善

１．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する実施状況

２．経費の抑制に関する実施状況

３．資産の運用管理の改善に関する実施状況

Ⅳ．自己点検・評価及び情報の提供

１．評価の充実に関する実施状況

２．情報公開の推進に関する実施状況

Ⅴ．その他の業務運営に関する重要事項

１．施設設備の整備・活用に関する実施状況

２．安全管理に関する実施状況

「 」 ， 「 」事業の実施状況 については 別添 平成16事業年度に係る業務の実績に関する報告書

を参照。

http://www.hit-u.ac.jp/guide/middle/pdf/H16jisseki.pdf
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Ⅵ．予算（人件費見積含む 、収支計画及び資金計画。）

１．予算 （単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額

（ ）決算－予算

収入

運営費交付金 ６，１１８ ６，１１８ ０

施設整備費補助金 ２７ ２７ ０

施設整備資金貸付金償還時補助金 １８ ５３ ３５

自己収入 ３，７０３ ３，３４４ △３５９

授業料及び入学金及び検定料収入 ３，５８７ ３，１４９ △４３８

雑収入 １１６ １９５ ７９

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ４４３ ４７５ ３２

計 １０，３０９ １０，０１７ △２９２

支出

業務費 ９，８２１ ９，４２９ △３９２

教育研究経費 ８，６６４ ８，３２７ △３３７

一般管理費 １，１５７ １，１０２ △５５

施設整備費 ２７ ２７ ０

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ４４３ ５４２ ９９

長期借入金償還金 １８ ５３ ３５

計 １０，３０９ １０，０５１ △２５８

２．人件費 （単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額

（ ）決算－予算

人件費（承継職員分の退職手当は除く） ６，８６６ ６，６３９ △２２７
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３．収支計画 （単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額

（ ）決算－予算

費用の部

経常費用 ９，７８１ ９，８５５ ７４

業務費 ９，４５７ ８，９７６ △４８１

教育研究経費 ２，０７３ １，８２１ △２５２

受託研究経費等 ２７ １１３ ８６

役員人件費 １３０ ９４ △３６

教員人件費 ５，５０７ ５，１７４ △３３３

職員人件費 １，７２０ １，７７４ ５４

一般管理費 ３１１ ８１１ ５００

減価償却費 １３ ６８ ５５

臨時損失 ０ ８２１ ８２１

収益の部

経常収益 ９，７８１ １０，０８８ ３０７

運営費交付金 ５，６３８ ５，８８６ ２４８

授業料収益 ２，９９５ ２，８２２ △１７３

入学金収益 ４３６ ４１７ △１９

検定料収益 １５６ １３１ △２５

受託研究等収益 ２７ １１３ ８６

寄附金収益 ４００ ４２０ ２０

施設費収益 ０ ９ ９

雑益 １１６ ２２２ １０６

資産見返運営費交付金等戻入 １３ ６ △７

資産見返寄附金戻入 ０ １９ １９

資産見返物品受贈額戻入 ０ ４３ ４３

臨時利益 ０ ８７２ ８７２

純利益 ０ ２８４ ２８４

総利益 ０ ２８４ ２８４
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４．資金計画 （単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額

（ ）決算－予算

資金支出 １１，３２０ １１，１２２ △１９８

業務活動による支出 ９，７６８ ８，７７７ △９９１

投資活動による支出 ５２３ ５５２ ２９

財務活動による支出 １８ ５３ ３５

翌年度への繰越金 １，０１１ １，７４０ ７２９

資金収入 １１，３２０ １１，１２２ △１９８

業務活動による収入 １０，２６４ ９，９９８ △２６６

運営費交付金による収入 ６，１１８ ６，１１８ ０

授業料及び入学金検定料による収入 ３，５８７ ３，１１６ △４７１

受託研究等収入 ２７ １３５ １０８

寄附金収入 ４１６ ３０２ △１１４

その他の収入 １１６ ３２７ ２１１

投資活動による収入 ４５ ８０ ３５

施設費による収入 ４５ ８０ ３５

前年度よりの繰越金 １，０１１ １，０４４ ３３

※「施設費による収入」のうち５３百万円は，キャッシュ・フロー計算書において「業務活

動によるキャッシュ・フロー」に計上している。

※「前年度よりの繰越金」１，０４４百万円は，キャッシュ・フロー計算書において「業務

活動によるキャッシュ・フロー」に計上している。

Ⅶ．短期借入金の限度額

該当なし

Ⅷ．重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

該当なし

Ⅸ．剰余金の使途

該当なし

Ⅹ．その他

１．施設・設備に関する状況

施設・設備の内容 決定額（百万円） 財 源

小規模改修 総額 ２７ 施設整備費補助金 （ ２７）
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２．人事に関する状況

業務運営の改善及び効率化

○就業規則において、多様な勤務形態として変形労働時間制、裁量労働制を導入すべく整備を

行った。また、年俸制による契約教員制度を導入し、平成１６年度において２３名の採用を

行った。

○就業規則として兼業規定を設け、役員会の審査のもと株式会社の社外取締役等多様な兼業が

可能となるよう制度を整備した。なお、平成１６年度においては民間企業の社外取締役、監

査役、アドバイザリー等、延べ１０件の兼業を許可した。

○就業規則に任期付採用制を明記するとともに、年俸制による契約教員制を導入した。この制

度を利用して、新たにジュニア・フェロー制度が設けられ、商学研究科、経済学研究科、法

学研究科３部局で、平成１７年度から博士の学位取得者または博士課程単位修得者を講師と

して採用することとした。

○平成１６年度に「一橋大学著名外国人研究者等特別招聘事業実施要項」を制定し、１名の外

国人研究者を招聘した。

○任期付採用制や契約教員制を活用して博士学位取得者を視野に入れたジュニアフェロー制度

の導入を整備し、平成１７年度から実施することとした。

、 、○外国語教育のために外国人の任期付教員を採用するとともに 女性教員の積極的採用に努め

平成１６年度分について全学で２名の外国人教員が採用された。また、女性教員については

５名が専任教員として採用された。内訳は、教授１名、助教授１名、専任講師３名である。

新規採用教員数は４１名である。

○事務職員採用時に在職者の年齢構成を考慮するとともに、平成１６年度は新規採用１２名の

うち女性については４名の採用を行った。

○国立大学等職員採用試験実施後の８月以降の新規採用者は全て関東甲信越地区国立大学等職

員採用試験の合格者から採用した。採用数は４名である。

○語学研修については、ネイティブ講師による３ヶ月間にわたる少人数（6名）の研修を実施

。 、 、 。した また 外部の機関が実施する海外派遣制度に応募させ 採択された１名が派遣された

また、本学独自の派遣制度については検討中である。情報処理能力研修については、学内研

修として、延べ１５７名、延べ７日間開催したほか、外部機関が行う研修に１２名が参加し

た。

○新たな人材確保制度として契約職員制を導入するとともに、民間企業との提携による派遣職

員（国際的な実務経験者１名)を受け入れた。また、業務処理の必要に応じて、語学力を有

する人材を民間から受け入れた。

、 、○国立大学法人等との交流人事を実施しており 平成１６年度には他の国立大学法人等へ４名

大学評価・学位授与機構、日本学術振興会等へ６名を出向させるとともに、国立大学法人等

から５名の受け入れを行った。

、 、 、○人件費管理については 大学全体で一括総額管理方式を採用し 教員の配置計画については

学長運用枠について検討を行っており、その先駆けとして、平成１６年度については、学生

支援センターに１名、平成１７年度創設の国際・公共政策大学院の要員として３名を配置し

た。 また、外部資金による教員等の人件費管理については、当該資金の管理部局で管理す

ることとし、平成１６年度は４部局、延べ２０名を雇用した。

大学の教育研究等の質の向上

○大学教育研究開発センターの主催する年２回の全学ＦＤにおいて授業方法の工夫をテーマと

するなど，教育指導方法について全学的な議論を開始した。また、平成１６年度から，同セ

ンターの主催により，ＦＤの一環として，新規採用教員のための体系的な研修を開始した。
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（参考）

平成１６年度

（１） 常勤職員数 ５６４人

（２） 任期付職員数 ２９人

（３）① 人件費総額（退職手当を除く） ６，６３９百万円

② 経常収益に対する人件費の割合 ６６％

③ 外部資金により手当てした人件費を除い ６，５３８百万円

た人件費

④ 外部資金を除いた経常収益に対する上記 ６５％

③の割合

⑤ 標準的な常勤職員の週あたりの勤務時間 ４０時間００分

として規定されている時間数

ⅩⅠ．関連会社及び関連公益法人等

１．特定関連会社

特定関連会社名 代表者名

該当なし

２．関連会社

関連会社名 代表者名

該当なし

３．関連公益法人等

関連公益法人等名 代表者名

該当なし


